
令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　充当事業　実施状況及び効果検証

【地方単独事業分】

実績
（具体的に数値等を記載）

効果の検証・評価
（事業を実施して得られた効果

を具体的に記載）

1 企画総務課
事前キャンプ施設感
染拡大防止対策事業

イタリアオリンピックチームの事前
キャンプを受け入れる施設に対し
て、感染症対策に要する費用を交付
するものである。

R3.6 R3.8 2,635,600 2,635,600
・電気設備工事 721,600円
・給排水衛星設備工事 946,000円
・建築工事 968,000円

同左
イタリア代表チーム関係者内に
感染者を出すことなくキャンプ
を終えられた。

2 デジタル戦略
課

無線LANアクセスポイ
ント整備事業

新型コロナウイルス感染症拡大防止
及びポストコロナ時代に向け多様な
働き方ができる環境の整備を目的と
して、会議室など自席以外の場所で
もパソコンでネットワークを使用で
きるよう、無線ＬＡＮアクセスポイ
ントを整備するものである。

R3.10 R5.3 2,665,960 2,500,000

無線LANアクセスポイント購入
83,960円×1.10=923,560円

無線LANアクセスポイント調整作業
1,584,000円×1.10=1,742,400円

令和5年3月に設定作業が完了し、各会
議室等に無線LANアクセスポイントを
設置し、密度を下げた会議や会議室を
利用したサテライトオフィスの運用が
可能になった。
【内訳】
本庁舎10箇所（各会議室）

事務室の自席以外のでネット
ワークにつなぐことができるよ
うになったことで、職員の密度
を下げ、新型コロナウイルス感
染症の拡大防止が図れた。

3 デジタル戦略
課

キャッシュレス決済
導入事業

証明書発行時の手数料の収納など、
決済手段として現金を取り扱ってい
る窓口のうち、取扱件数の多い
窓口について、クレジットカード、
電子マネー、ＱＲコードによる
キャッシュレス決済を導入するもの
である。

R3.12 R4.3 2,515,920 2,515,920

・キャッシュレス決済機器…98,670円×6
台＝592,020円
・プリンタ・アクセスポイント…78,650円
×6台＝471,900円
・設置設定費用（導入サポート、機材設
置、初期設定等）…242,000円×6台＝
1,452,000円

令和3年度中に設定作業を完了し、令
和4年4月から6つの窓口でキャッシュ
レス決済が利用できるようになった。
【内訳】
本庁舎5か所（市民課・市民税課・資
産税課・市民相談課・生活環境課）
本庁舎外1か所（生涯学習推進セン
ター）

導入窓口では、非接触を希望す
る方をはじめとして、キャッ
シュレス決済の要望に対応でき
るようになった。
特に高額支払いで手持ち現金が
ないケースでは、クレジット
カード決済が重宝されている。

4
防犯交通安全

課

市営自転車駐車場感
染拡大防止対策事業
（キャッシュレス決
済導入）

本事業は、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、市営自転車駐車
場29か所のうち、利用料金徴収等が
機械化されていない19か所に定期更
新機、料金精算機（キャッシュレス
決済）等を導入するものである。

R3.9 R4.3 143,506,000 143,506,000

・備品購入費
購入先：サンサイクルシステム株式会社
購入金額：142,538,000円
・自転車駐車場案内看板作成委託料
委託先：サンサイクルシステム株式会社
委託料：968,000円

　市営自転車駐車場19か所に、定期更
新機11台、定期管理システム10台、一
時利用券売機12台、集中精算機7台、
電磁ロック式ラック352台、クラウド
防犯カメラ7台、満空表示機1台等を設
置した。
　市営自転車駐車場12か所に計23枚の
案内看板を設置した。

　市営自転車駐車場に定期更新
機、料金精算機（キャッシュレ
ス決済）等を導入したことで、
管理人と利用者の接触機会を減
らすことができ、新型コロナウ
イルス感染症の拡大防止が図れ
た。

5
障害福祉課

高齢者支援課
介護保険課

福祉施設応援給付金
支給事業

新型コロナウイルス感染症による影
響が長期化するなか、利用者や施設
職員への適切な感染症防止対策を
行った上で事業を継続実施している
市内の福祉施設に対して、応援給付
金を支給するものである。

R3.10 R4.2 113,990,671 113,990,671

[障害者施設分（316事業）]
①福祉施設応援給付金:31,600,000円
②消耗品費:4,983円
③通信運搬費:38,670円

[高齢者施設分（50施設）]
①福祉施設応援給付金:5,000,000円
②消耗品費:308円
③通信運搬費:11,668円

[介護サービス事業者分（772サービス）]
①福祉施設応援給付金:77,200,000円
②消耗品費:17,424円
③通信運搬費:117,618円

支給率（申請した施設/対象となる施
設）：1,138/1,171=97.2%
（内訳：障害316/331=95.4%、高齢者
50/50=100.0%、介護772/790＝
97.7％）

支給額計：113,800,000円
（内訳：障害31,600,000円、高齢者
5,000,000円、介護77,200,000円）

施設・事業所のニーズに沿う簡
易・迅速な給付スタイルが採用
でき、結果、各施設・事業所の
特性や状況に応じた、（画一的
でない）柔軟かつ迅速な資金活
用により事業継続支援を実現で
きた。

6 保健医療課 自宅療養者支援事業

①【パルスオキシメーター配送事
業】
　県から提供されたリストに基づ
き、自宅療養者に対してパルスオキ
シメーターを配送するものである。
②【パルスオキシメーター貸与事
業】
　所沢市医師会を通して、自宅療養
者にパルスオキシメーターを貸与す
るものである。
③【酸素濃縮装置貸与事業】
　自宅療養者へ酸素濃縮装置を貸与
するものである。

R3.8 R4.3 7,072,920 7,072,920

①パルスオキシメーター配送事業
レターパックプラス購入費用
520円×1,671通=868,920円

②パルスオキシメーター貸与事業
パルスオキシメーター購入費用
17,000円×300台×1.10=5,610,000円

③酸素濃縮装置貸与事業
酸素濃縮装置レンタル費用
1台27,000円×10台×1.10×2カ月=594,000
円

①県から提供される自宅療養者のリス
トに基づき、レターパックプラスを使
用してパルスオキシメーターを配送し
た。
※令和4年3月10日分～3月31日分まで
1,671台

②300台のパルスオキシメーターを購
入し、所沢市医師会に貸与した。

③2月10台、3月10台の酸素濃縮装置を
レンタルし、所沢市医師会、狭山保健
所に配備し、自宅療養者への貸与に備
えた。

①パルスオキシメーターを配送
することにより、自宅療養者の
健康観察に役立った。

②医療機関を通して、健康観察
が必要とされた自宅療養者にパ
ルスオキシメーターを貸与する
ことにより、健康観察に役立っ
た。

③所沢市医師会、狭山保健所を
通して重症化が予想される自宅
療養者に酸素濃縮装置を貸し出
すことにより、入院までのつな
ぎや重症化の予防に役立った。

7 保健医療課
パルスオキシメー
ター配送事業

県から提供されたリストに基づき、
自宅療養者に対してパルスオキシ
メーターを配送するものである。

R4.1 R4.3 2,288,000 2,288,000 レターパックプラス購入費用
520円×4,400枚=2,288,000円

県から提供される自宅療養者のリスト
に基づき、レターパックプラスを使用
してパルスオキシメーターを配送し
た。
※令和4年1月20日～3月10日分まで
4,400台

パルスオキシメーターを配送す
ることにより、自宅療養者の健
康観察に役立った。

8 健康管理課
新型コロナウイルス
ワクチン接種事業（3
回目接種協力金）

新型コロナウイルスワクチン接種事
業における3回目の接種にあたり、接
種協力医療機関の事務経費等の負担
軽減を図り、接種を迅速、スムーズ
に進めるため、接種見込回数に応じ
協力金を支給するものである。

R4.2 R4.3 13,060,800 13,060,800

1月あたりの接種数に応じて、97医療機関
に以下のとおり協力金を支給。
6～100人:14,400円×17医療機関
101～1,000人：144,000円×73医療機関
1,001～3,000人：288,000円×6医療機関
3,001～10,000人：576,000円×1医療機関

3回目のワクチン接種体制を整備。
3回目接種者数：129,461人（令和4年3
月31日時点）

多くの各医療機関に3回目の接
種に協力いただくことができた
ため、市民が希望の医療機関を
選択できる環境を整備し、迅速
な接種につなげることができ
た。

9 資源循環推進
課

非プラスチック製容
器等使用促進支援事
業

新型コロナウイルス感染症拡大の影
響によるテイクアウト需要の拡大に
伴い、プラスチック製容器の廃棄量
増加が懸念されるため、非プラス
チック製容器等へ移行を行う市内店
舗に補助金を支給するものである。

R3.10 R4.3 2,268,000 2,268,000

非プラスチック製容器等使用促進補助金
3,510,000円
（うち、令和３年度中の支払い済分＝臨時
交付金充当額　2,268,000円）

飲食物を入れる容器について、非プラ
スチック製容器等へ移行した市内４２
店舗（３７事業者）に、非プラスチッ
ク製容器等の購入費を補助した。

石油由来のワンウェイプラス
チック容器を使用していた市内
飲食店等に対し、リユース食
器、紙製容器、木製容器、バイ
オマスプラスチック容器等への
移行を促進できた。

10 産業振興課
新型コロナウイルス
ワクチン共同接種支
援事業

所沢商工会議所が市内中小企業を対
象として新型コロナウイルスワクチ
ンの共同接種を行う場合、その費用
の一部を補助し、一刻も早い市内経
済の平常化及び活性化を目指すもの
である。

R3.9 R4.3 17,042,165 17,042,165 補助金交付額:17,042,165円
・接種人数：2,608名（内2回接種：
2,553名/1回目のみ接種：55名）
・総回数：5,161回

ワクチン接種に関する地域負担
の軽減と接種の加速化を図るこ
とにより、市内経済の平常化及
び活性化に貢献できた。

11 産業振興課
外出自粛等関連事業
者支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響が
長期化する中、飲食店の休業や時短
営業、外出自粛等の影響を受け、売
上が大きく減少した市内事業者に対
して応援給付金を支給するものであ
る。

R3.10 R4.3 226,831,821 226,831,821 ・事務経費:231,821円(通信運搬費)
・給付金支給額:226,600,000円

・支給件数：1,247件（法人：452件/
個人：795件）

新型コロナウイルス感染症の影
響が長期化する中、緊急事態宣
言及びまん延防止等重点措置に
伴う飲食店の休業や時短営業、
外出自粛等の影響を受け、売上
が大きく減少した市内事業者に
効果的な支援ができた。

12 都市計画課
交通事業者支援給付
事業

新型コロナウイルス感染症拡大防止
のための外出自粛要請等に伴う利用
者の減少により大きな影響を受けて
いる交通事業者に対して給付金を交
付し、事業の継続に向けた支援を行
うものである。

R3.9 R4.3 14,670,000 14,670,000
14,670,000円（計17者）
（R3.10.25支払分）

市内を運行している所沢タクシー協議
会加盟事業者、個人タクシー事業者及
び市内観光バス事業者17者に対して計
1,467万円を交付。

各事業者において、感染対策や
事業継続のための経費等に使用
された。
各事業者の売上高については、
依然として厳しい状況ではある
が、少しずつ改善の方向に向
かっており、市民の足となる公
共交通の事業の継続につながっ
ている。

項番 所管課 事業名 事業の概要 事業開始
時期

総事業費
（実績額）
（単位：円）

交付金
充当額

（単位：円）
事業経費内訳

効果検証

事業完了
時期



実績
（具体的に数値等を記載）

効果の検証・評価
（事業を実施して得られた効果

を具体的に記載）

13 教育総務課
小・中学校修学旅行
等のキャンセル料等
支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響に
より修学旅行等が中止・延期された
ことに伴い発生するキャンセル料等
について、保護者の経済的な負担軽
減を図るため、キャンセル料等を各
学校に支給するものである。

R3.10 R4.3 7,263,464 7,263,464

感染拡大防止のため、学校の判断で修学旅
行を中止・延期し発生したキャンセル料
小学校　 1校　　53,100円
中学校　12校 7,210,364円

同左
保護者が負担するキャンセル料
を全て補てんすることができ
た。

14 教育センター
教育用インターネッ
ト回線整備事業

新型コロナウイルス感染症対策や
GIGAスクール構想の更なる加速・強
化のために整備した教育用インター
ネット回線について、安定的に継続
して運用するものである。

R3.4 R4.3 8,016,931 8,016,931 通信通話料：6,827,831円
回線初期費用：1,189,100円

各学校および教育センターから直接接
続するためのインターネット回線
（1Gbps×50回線）を整備した。

整備後の回線状況が、下り
157Mbps、上り183Mbpsとなり、
児童生徒の1人1台端末の有効活
用を実現した。
(整備前：下り3.21Mbps、上り
3.84Mbps)

【地方単独事業分】　計 563,828,252 563,662,292

【国庫補助事業分】

実績
（具体的に数値等を記載）

効果の検証・評価
（事業を実施して得られた効果

を具体的に記載）

1 保育幼稚園課
青少年課

保育対策総合支援事
業費補助金

【保育幼稚園課】
保育所等において、職員が感染症対
策の徹底を図りながら保育を継続的
に実施していくために必要な経費の
ほか、マスクや消毒液、感染防止用
の備品購入に必要な経費を補助する
ものである。

【青少年課】
児童館において、職員が感染症対策
の徹底を図りながら、業務を継続的
に実施していくために必要なかかり
増し経費や、消毒液などの購入に係
る経費等を事業者へ支給するもので
ある。

R3.4 R4.3 22,129,000 11,069,000

【保育幼稚園課】
①保育所等において、感染症対策を徹底し
つつ、事業を継続的に提供できるようにす
るために必要な経費
②職員が感染症対策の徹底を図りながら保
育を継続実施するための経費、保育所等へ
のマスクや消毒液等の配布、感染防止用の
備品購入費
①+②　計 18,829,000円
（うち、臨時交付金充当額　9,419,000
円）

【青少年課】
感染症対策支援事業（11館分）
3,300,000円（うち、臨時交付金充当額
1,650,000円）

総事業費　22,129,000円
（うち、保育対策総合支援事業費補助金
11,060,000円　臨時交付金充当額　計
11,069,000円）

【保育幼稚園課】
保育園・・・・・・・・・20施設
認定こども園・・・・・・ 6施設
地域型保育事業施設・・・15施設
認可外保育施設・・・・・ 9施設

上記の合計50施設に対して、補助金を
交付した。

【青少年課】
市内児童館（11館）において感染対策
と利用制限を実施しながら開館を継続
した。

【保育幼稚園課】
各施設において、補助金を活用
することで、新型コロナウイル
ス感染症対策を講じることがで
きた。

【青少年課】
施設における感染拡大を最小限
にとどめ、開館を継続すること
ができた。

2 青少年課
子ども・子育て支援
交付金

放課後児童クラブにおいて、感染症
対策の徹底を図りながら業務を継続
的に実施していくために必要な経費
（かかり増し経費・マスク・消毒液
等）を事業者に支給する。また、感
染症対策としてＩＣＴ機器を導入し
た場合に必要な経費を支給するもの
である。

R3.4 R4.3 53,545,897 17,849,897

①新型コロナウイルス感染症対策支援事業
（53施設70支援単位） 29,600,000円
②ＩＣＴ化推進事業（51施設60支援単位）
23,945,897円

総事業費　53,545,897円
（うち、子ども・子育て支援交付金
17,848,000円、臨時交付金充当額
17,849,897円）

①市内全クラブ（53施設70支援単位）
において感染対策を行いながら、通常
開所を継続した。
②51施設（60支援単位）において、Ｉ
ＣＴ機器等を購入した。

①施設における感染拡大を最小
限にとどめ、開所を継続するこ
とができた。（感染拡大防止の
ため休所したクラブは、ほとん
どが学校閉鎖に伴うものだっ
た。）
②オンライン会議や研修が可能
となったり、クラブ職員の出欠
席確認の負担を軽減し、保育に
あたる時間が増えた。

3 健康管理課
疾病予防対策事業費
等補助金

新型コロナウイルス感染症対策とし
て、新しい生活様式に適応した健
（検）診が実施できるようにするた
め、健（検）診結果のマイナンバー
連携のためのシステム改修を行うも
のである。

R3.8 R4.3 2,397,000 998,000

健康管理支援システム改修費用
4,840,000円
（臨時交付金の対象となるのは2,397,000
円分のみ。うち、疾病予防対策事業費等補
助金　1,399,000円、臨時交付金充当額
998,000円）

健（検）診結果のマイナンバー連携の
ため、連携する情報の標準化を実施し
た。

令和4年度実施の情報連携のた
めのシステム改修にスムーズに
つなぐことができた。

4 教育センター
公立学校情報機器整
備費補助金

「GIGAスクール構想」の加速によ
り、急速な学校ＩＣＴ化が進む中、
学校におけるＩＣＴ環境の活用や、
オンラインによる家庭学習の実施に
関する支援等を行うことにより、教
員の負荷軽減や、学校が休業となっ
た際でも、児童生徒の学びを保障で
きる環境を確保するものである。

R3.10 R4.3 43,670,000 21,835,000

GIGAスクールサポーター業務委託料：
43,670,000円
（うち、公立学校情報機器整備費補助金
21,835,000円、臨時交付金充当額
21,835,000円）

市立小・中学校47校に、GIGAスクール
サポーター12名を配置した。

GIGAスクール構想で導入した
ハード及びソフトについて、教
職員に活用方法の習熟を図っ
た。
また、児童生徒の学びを保障で
きる環境を確保するため、オン
ラインによる授業配信を実施し
た。

5 教育センター
学校保健特別対策事
業費補助金

令和3年1月に導入したインターネッ
ト環境のない家庭に貸与しているＳ
ＩＭカードは、令和3年12月末日で契
約が終了するが、ＩＣＴ活用により
全ての子どもたちの学びを保障でき
る環境を継続する必要があるため、
ＳＩＭカードのデータ通信を継続し
て利用できるよう当該データ通信に
係る契約を延長するものである。

R4.1 R4.3 1,188,000 638,000

通信通話料：1,188,000円(貸出用SIMカー
ド期間更新業務)
（うち、学校保健特別対策事業費補助金
550,000円、臨時交付金充当額　638,000
円）

SIMカード500台分のデータ通信を継続
して利用（令和4年1月から3月の3か月
分）できるよう当該データ通信に係る
契約を延長した。
貸出台数の実績として、1月は118台、
2月は55台、3月は45台となった。

インターネット環境未整備の家
庭に対し、1月は118台、2月は
55台、3月は45台の貸出しを行
い、子どもたちの学びを保障で
きる環境を継続できた。
なお、段階的に家庭のネット
ワーク整備が進んだことから、
貸出台数が減少したと考えられ
る。

【国庫補助事業分】　計 122,929,897 52,389,897

総計 686,758,149 616,052,189
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